
令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　実施状況及び効果検証【茨城県ひたちなか市】
（単位：円）

882,963,477 882,963,477 26,385,000 831,898,000 0 5,276,000 19,404,477

1
動画配信用機材整備事
業（広報広聴課）

広報広聴課

①新型コロナウイルス感染症等に関する支援策等の情報につ
いて，動画により情報を発信することで，より伝わりやすい
情報提供の環境を整える。また，既存のSNSや広報誌に加え，
多様な発信手段を整備することで，幅広く情報の周知を図
る。
②インターネットを活用した動画配信に必要な機材を購入す
る。
③市

R4.7 R4.8 176,792 176,792 176,792 0
動画配信に必要な機材の購入　176,792円
　・スイッチャー，プロンプター，ｉＰａｄ

動画配信の環境を整備したことで，情報発信の強
化が図られた。

2
感染症対策トイレ改修
（本庁舎）

資産経営課

①本庁舎内トイレを和式から洋式へ改修し，飛沫拡散防止を
講じることで，新型コロナウイルス感染症拡大防止を図る。
②和洋リモデル工事によるトイレの洋式化
③市

R4.9 R5.2 24,508,000 24,508,000 24,508,000 0

和洋リモデル工事によるトイレの洋式化
　　　　　　　　　　　　　　24,508,000円
　行政棟 7台，第1分庁舎 2台，
　第2分庁舎 5台，企業合同庁舎 7台，
　議事堂棟 9台

コロナ感染症対策に係るトイレの洋式化を行った
ことで，利用者間の感染拡大防止が図られた。

3
感染症対策物品整備
（リモート会議室）

資産経営課

①コロナ禍により，オンライン開催が増えている会議や研修
への対応に必要な環境を整備するため，少人数で利用できる
リモート会議室を2室整備する。
②備品購入費
③市

R4.6 R4.8 368,940 368,940 368,940 0
備品購入費　368,940円
　・ﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ，ﾃｰﾌﾞﾙ等

オンラインによる会議や研修に対応するための会
議室を整備することで，コロナ禍における新しい
働き方に対応する環境整備が図られた。

4
動画配信環境整備事業
（しあわせプラザ）

地域福祉課

①コロナ禍においても，催事を開催できるよう，ライブ配信
等に対応するオンライン環境の整備と撮影機材の整備を行う
②オンライン環境整備に係る通信運搬費，工事請負費，備品
購入費
③しあわせプラザ（ふれあい交流館）

R4.6 R5.1 2,475,880 2,475,880 2,475,880 0

通信運搬費　20,680円
　・光回線の引き込みに係る費用一式
工事請負費　660,000円
　・有線接続用配線工事一式
備品購入費　1,795,200円
　・無線接続用機器購入一式
　・ライブ配信用カメラ3台，スイッチャー1台，
　　プロジェクター1台，撮影機器用ケーブル類
　　一式

動画配信に必要な機器を整備したことで，コロナ
禍においても，ライブ配信等によるイベントの開
催等に対応できる環境が整った。

5
感染症対策物品整備
（公立保育所）

幼児保育課

①職員が新型コロナウイルス感染症対策の徹底を図りながら
保育を継続していくために必要な消耗品（ペーパータオルや
消毒液等）及び備品を購入する。
②消耗品費（消毒液等），備品購入費（玩具殺菌庫）
③公立保育所

R4.6 R5.3 2,695,193 2,695,193 2,695,193 0

消耗品費　711,563円
　・ペーパータオル：980箱
　・手袋（ニトリル）：79箱
　・手袋（エンボス）：86箱
　・除菌ウェットシート：410パック
　・消毒液
備品購入費　1,983,630円
　・玩具殺菌庫，カーテン

コロナ感染症対策に係る物品の整備を行ったこと
で，保育所における感染拡大防止が図られた。

6
動画配信環境整備事業
（ワークプラザ勝田）

商工振興課

①コロナ禍においてもより多くの方々がイベント等に参加で
きるよう，ライブ配信等による開催にも対応できるオンライ
ン環境を整備することで，勤労者に対する福利厚生等の充実
を図る。
②オンライン環境整備に係る通信運搬費，工事請負費，備品
購入費
③ひたちなか市勤労者総合福祉センター（ワークプラザ勝
田）

R4.6 R5.3 2,288,000 2,288,000 2,288,000 0

通信運搬費　　　　 20,680円
　・回線開設初期設定費
工事請負費　　　　605,000円
　・ネットワーク配線工事
備品購入費　　　1,662,320円
　・ビデオカメラ，プロジェクター，
　スイッチャー，液晶ディスプレイ，
　ケーブル，ネットワーク機器一式　等

動画配信に必要な機器を整備したことで，コロナ
禍においても，ライブ配信等によるイベントの開
催等に対応できる環境が整った。

7

新型コロナウイルス感
染症対策緊急中小企業
等事業継続支援金（通
常分）

商工振興課

【№7・№22・№23関連事業】
①新型コロナウイルス感染症による経済対策として，令和４
年１月～６月のいずれかひと月の売上が前年の月間平均売上
と比べて20％以上減少している市内中小企業・小規模事業者
等を対象に定額の支援金を給付する。売上減と，コロナ禍に
おける原油価格・物価高騰等に直面する中小企業者等へ，直
接給付することで，事業の継続につなげるとともに，本市内
における雇用の維持を図る。
②事業継続に資する支援金，役務費（通信運搬費）
③市内の中小企業・小規模事業者および個人事業主もしくは
資本金（出資金）または従業員（職員数）が中小企業者と同
等の市内社会福祉法人、医療法人、特定非営利活動法人

R4.6 R5.1 80,088,366 80,088,366 73,565,087 6,523,279

【全体】　121,488,366円
事業継続に資する支援金，役務費（通信運搬費）
支援金
　・中小企業等　401件　80,200,000円
　・個人事業主　412件　41,200,000円
通信運搬費　88,366円

うちNo 7対象　80,088,366円
うちNo22対象　24,398,000円
うちNo23対象　17,002,000円

新型コロナウイルス感染症の影響により，売上が
減少している中小企業等へ支援金を給付すること
で，事業継続の支援と雇用維持が図られた。

8
新型コロナウイルス感
染症対策チャレンジ事
業支援補助金

商工振興課

① 新型コロナウイルス感染症の影響を受け，営業活動の縮小
を余儀なくされながらも，感染拡大防止やこの逆境を打破す
るために取り組もうとする新たなプロジェクトに対し，補助
することで，影響を受けている事業者の事業の継続や，その
後の回復を支援する。
②プロジェクト実施経費（クラウドファンディング手数料，
チラシ等作成費など）
③新たな事業に取り組む団体

R4.6 R5.3 4,840,000 4,840,000 4,840,000 0
申請件数…5件

実績額…4,840,000円

コロナ感染症の影響を受けながらも，新た
なプロジェクトに取り組む事業者へ補助金
を給付することで，事業継続の支援が図ら
れた。

Ｎｏ 交付対象事業の名称 所管課 事業の実績
事業
始期

事業
終期 補助対象

事業費 国庫補助額
臨時交付金

充当額
起債額 県補助金

効果の検証・評価

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
一般財源



Ｎｏ 交付対象事業の名称 所管課 事業の実績
事業
始期

事業
終期 補助対象

事業費 国庫補助額
臨時交付金

充当額
起債額 県補助金

効果の検証・評価

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
一般財源

9

新型コロナウイルス感
染症対策デジタル技術
活用促進補助金（市R4
補正分）

商工振興課

【№24関連事業】
①新型コロナウイルス感染症の影響が続いており厳しい経営
環境にある中で，市内中小・小規模事業者が行う，テレワー
クやリモート会議等のオンラインを活用した新たな非対面型
ビジネスモデルの対応や，デジタル技術を活用した生産性向
上等に資するＤＸ化の取組みに係る経費を補助することによ
り，ビジネス環境強化に向けた積極的な取組みを促進し，コ
ロナ禍をはじめとした厳しい経営環境下における対象事業者
の競争力強化につなげることで，市内産業の活性化を図る。
②【申請事業者に対する補助金】補助率3分の2，A：テレワー
ク・オンライン商談等環境整備事業（上限300千円）／Ｂ：デ
ジタル技術活用業務効率化事業（上限1,000千円）…補助対象
経費：機器・システム・ソフト等の導入費および利用料，導
入システム運用等に係る委託料等，【役務費（通信運搬
費）】
③市内の中小企業・小規模事業者および個人事業主もしくは
資本金（出資金）または従業員（職員数）が中小企業者と同
等の市内社会福祉法人、医療法人、特定非営利活動法人

R4.6 R5.3 50,000,000 50,000,000 50,000,000 0

【全体】
〇補助金　121件　70,184,000円

うちNo 9対象　50,000,000円
うちNo24対象　20,184,000円

コロナ感染症に対応したビジネス環境の整備に対
し，補助金を給付することで，感染拡大防止と事
業継続の支援が図られた。

10

新型コロナウイルス感
染症対策「ひたちなか
で食べよう」応援補助
金

商工振興課

①新型コロナウイルス感染症の影響の長期化等を起因とした
社会経済活動への影響を勘案し，市内飲食店等の事業活動の
活性化及び消費者のサービス利用促進を図るため，ひたちな
か商工会議所が行う市内の事業者を支援する事業に要する経
費について，補助金を交付することで，市内の消費喚起を図
りながら，飲食店等の経営を下支えする。
②利用者への補助及び事業運営に係る経費
③市内飲食店舗等，ひたちなか商工会議所

R4.12 R5.3 51,061,914 51,061,914 51,061,914 0

割引販売に係る補助
　　　　　　　250事業所：48,503,500円
人件費　　　　　　　　　　2,005,025円
印刷製本費　　　　　　　　　258,307円
通信運搬費等　　　　　　　　 96,532円
手数料　　　　　　　　　　　　　550円
システム改修費　　　　　　　198,000円
　　　　　　 合　計　　　51,061,914円

コロナ感染症拡大の影響により利用が落ち込んだ
飲食店に対し，割引販売への補助をすることで，
事業継続への支援が図られた。

11
新型コロナウイルス感
染症対策大型提示装置
整備事業

学校管理課

①新型コロナウイルス感染症対策を徹底しながら，学校教育
活動を円滑に実施するため，GIGAスクール構想の推進と教育
のICT環境整備に必要な備品を購入する。
②備品購入費（電子黒板）
③小学校：16校　中学校：7校　義務教育学校：1校

R4.6 R5.1 19,269,360 19,269,360 19,269,360 0

備品購入費（電子黒板）
・小学校　　　178,420円×67台＝11,954,140円
・中学校　　　178,420円×29台＝ 5,174,180円
・義務教育学校178,420円×12台＝ 2,141,040円

大型提示装置の整備を行ったことで，小・中・義
務教育学校におけるICT環境の促進が図られた。

12
学校保健特別対策事業
費補助金

保健給食課

①②国庫補助金である学校保健特別対策事業費補助金（学校
等における感染症対策等支援事業）を活用し，児童生徒・教
職員等の新型コロナウイルス感染症対策等に必要となる消耗
品費及び感染症対策等を徹底しながら，学校教育活動を円滑
に実施するために必要な備品を各学校に配分する。
③小学校：17校　中学校：7校　義務教育学校：1校

R4.6 R5.3 35,155,440 35,155,440 17,577,000 17,578,440 0

消耗品　24,713,862円
　・抗原検査キット，除菌用品等
備品　　10,441,578円
　・サーマルカメラ，空気清浄機等
国費　　　35,155,440円×1/2≒17,577,000円
臨時交付金
　35,155,440円-17,577,000円＝17,578,440円

コロナ感染症対策に係る物品の整備を行ったこと
で，小・中・義務教育学校における感染拡大防止
が図られた。

13
動画配信環境整備事業
（文化会館）

生涯学習課

①コロナ禍においても，より多くの方々がイベント等に参加
できるよう，ライブ配信等による開催にも対応できるオンラ
イン環境を整備する。
②オンライン環境整備に係る通信運搬費，工事請負費，備品
購入費
③文化会館

R4.6 R4.11 4,477,880 4,477,880 4,477,880 0

通信運搬費　　　 20,680円
　・光回線接続初期費用
工事請負費　　1,221,000円
　・ネットワーク配線工事
備品購入費　　3,236,200円
　・撮影機材，ネットワーク機器一式

動画配信に必要な機器を整備したことで，コロナ
禍においても，ライブ配信等によるイベントの開
催等に対応できる環境が整った。

14

15
動画配信環境整備事業
（総合体育館）

スポーツ振興課

①コロナ禍でのスポーツ振興を図るため，ライブ配信などオ
ンラインを活用した催事等が実施できるよう，ネットワーク
環境や撮影機材を整備する。
②オンライン配信環境整備に係る通信運搬費，工事請負費，
備品購入費
③市総合体育館

R4.9 R5.2 2,467,300 2,467,300 2,467,300 0

通信運搬費　20,680円
　・光回線引込に係る初期費用一式
工事請負費　550,000円
　・動画配信環境整備工事一式
備品購入費　1,896,620円
　ビデオカメラ，スイッチャー（映像切替器），
　液晶ディスプレイ，ネットワーク機器一式，
　ケーブル類一式

動画配信に必要な機器を整備したことで，コロナ
禍においても，ライブ配信等によるイベントの開
催等に対応できる環境が整った。

16
体育施設感染症防止対
策事業

スポーツ振興課

①新型コロナ感染症対策として，水栓ハンドルを自動セン
サーまたはレバーへ改修する。
②水栓の改修にかかる工事費
③市内体育施設9箇所

R4.9 R4.12 11,000,000 11,000,000 11,000,000 0
水栓の改修にかかる工事費　11,000,000円
 　対象：193箇所

コロナ感染症対策に係る手洗いの自動水栓化等の
改修を行ったことで，体育施設における感染拡大
防止が図られた。

17
市民税・県民税申告会
場の感染防止対策

市民税課

①住民税申告会場の混雑を緩和して3密を防止するため，申告
相談を完全事前予約制で行う。申告会場内においても感染防
止対策を施すことで、来場者および職員に対する新型コロナ
ウイルス感染症への感染防止策を徹底させる。
②感染拡大防止物品及び申告予約受付システムに係る経費
③住民税申告会場

R4.10 R5.3 4,556,187 4,556,187 4,556,187 0

消耗品費　　143,416円
　・消毒液，ウェットティッシュ等
印刷製本費　155,760円
　・予約通知発送用封筒
役務費　　3,150,961円
　・住民税申告予約受付電話設置手数料
　・住民税申告予約事務従事者派遣手数料
　・予約通知発送
委託料　　1,023,550円
　・申告予約通知書作成業務委託料
使用料及び賃借料　82,500円
　・住民税申告受付予約システム使用料

感染症対策に係る物品の整備及び予約システムの
活用により，会場来場者が分散し３密の回避が図
られたことで，感染拡大防止につながった。

18

19
議事堂棟Wi‐Fi環境整
備事業

資産経営課

①コロナ禍における市議会運営に対応するため，オンライン
会議等の実施に必要な，Wi‐Fi環境を整備する。
②オンライン環境整備に係る経費
③市

R4.7 R4.9 4,290,000 4,290,000 4,290,000 0
オンライン環境の整備　4,290,000円
　ルーター，無線アクセスポイント，
　POEスイッチングHUB等の整備

オンラインによる会議や研修に対応するための整
備することで，コロナ禍における新しい働き方に
対応する環境整備が図られた。

20
県外在住学生等支援事
業（ひたちなか学生
エール便）

企画調整課

①進学により，県外で生活する大学生等に対して，ひたちな
か市の特産品（米，ほしいも等の詰め合わせ）を郵送するこ
とで，学生を応援するとともに，新型コロナウイルスの影響
を受けている学生の生活を支援する。
②特産品の調達費用，消耗品費（配送用段ボール等），
　配送，封入封緘委託料
③県外で生活する市内出身の大学生等

R4.4 R4.9 4,280,695 4,280,695 4,280,695 0

4,280,695円
・対象者　762名
・特産品の調達費用
　　　　　　　4,000円×762名＝3,048,000円
・消耗品費（配送用段ボール等）　167,603円
・配送料　　　　　　　　　　　　687,902円
・封入封緘委託料　　　　　　　　377,190円

コロナ感染症拡大の影響により，帰省を自粛して
いる大学生等に対し，市の特産品を届けること
で，学生生活への支援が図られた。
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Ｎｏ 交付対象事業の名称 所管課 事業の実績
事業
始期

事業
終期 補助対象

事業費 国庫補助額
臨時交付金

充当額
起債額 県補助金

効果の検証・評価

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
一般財源
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新型コロナウイルス感
染症対策緊急中小企業
等事業継続支援金（物
価高騰分）

商工振興課

【№7・№22・№23関連事業】
①新型コロナウイルス感染症による経済対策として，令和４
年１月～６月のいずれかひと月の売上が前年の月間平均売上
と比べて20％以上減少している市内中小企業・小規模事業者
等を対象に定額の支援金を給付する。売上減と，コロナ禍に
おける原油価格・物価高騰等に直面する中小企業者等へ，直
接給付することで，事業の継続につなげるとともに，本市内
における雇用の維持を図る。
②事業継続に資する支援金，役務費（通信運搬費）
③中小企業・小規模事業者等＝200千円×401事業者，
　 個人事業主＝100千円×412事業者，
　 役務費＝82千円
④市内の中小企業・小規模事業者および個人事業主もしくは
資本金（出資金）または従業員（職員数）が中小企業者と同
等の市内社会福祉法人、医療法人、特定非営利活動法人

R4.6 R5.1 24,398,000 24,398,000 19,553,911 4,844,089

【全体】　121,488,366円
事業継続に資する支援金，役務費（通信運搬費）
〇支援金
　中小企業等　401件　80,200,000円
　個人事業主　412件　41,200,000円
〇通信運搬費　88,366円

うちNo 7対象　80,088,366円
うちNo22対象　24,398,000円
うちNo23対象　17,002,000円

新型コロナウイルス感染症の影響により，売上が
減少している中小企業等へ支援金を給付すること
で，事業継続の支援と雇用維持が図られた。
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新型コロナウイルス感
染症対策緊急中小企業
等事業継続支援金（重
点交付金分）

商工振興課

【№7・№22・№23関連事業】
①新型コロナウイルス感染症による経済対策として，令和４
年１月～６月のいずれかひと月の売上が前年の月間平均売上
と比べて20％以上減少している市内中小企業・小規模事業者
等を対象に定額の支援金を給付する。売上減と，コロナ禍に
おける原油価格・物価高騰等に直面する中小企業者等へ，直
接給付することで，事業の継続につなげるとともに，本市内
における雇用の維持を図る。
②事業継続に資する支援金，役務費（通信運搬費）
③中小企業・小規模事業者等＝200千円×401事業者，
　 個人事業主＝100千円×412事業者，
　 役務費＝82千円
④市内の中小企業・小規模事業者および個人事業主もしくは
資本金（出資金）または従業員（職員数）が中小企業者と同
等の市内社会福祉法人、医療法人、特定非営利活動法人

R4.6 R5.1 17,002,000 17,002,000 10,441,623 6,560,377

【全体】　121,488,366円
事業継続に資する支援金，役務費（通信運搬費）
〇支援金
　中小企業等　401件　80,200,000円
　個人事業主　412件　41,200,000円
〇通信運搬費　88,366円

うちNo 7対象　80,088,366円
うちNo22対象　24,398,000円
うちNo23対象　17,002,000円

新型コロナウイルス感染症の影響により，売上が
減少している中小企業等へ支援金を給付すること
で，事業継続の支援と雇用維持が図られた。
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新型コロナウイルス感
染症対策デジタル技術
活用促進補助金（市R4
予備費分）

商工振興課

【№9関連事業】
①新型コロナウイルス感染症の影響が続いており厳しい経営
環境にある中で，市内中小・小規模事業者が行う，テレワー
クやリモート会議等のオンラインを活用した新たな非対面型
ビジネスモデルの対応や，デジタル技術を活用した生産性向
上等に資するＤＸ化の取組みに係る経費を補助することによ
り，ビジネス環境強化に向けた積極的な取組みを促進し，コ
ロナ禍をはじめとした厳しい経営環境下における対象事業者
の競争力強化につなげることで，市内産業の活性化を図る。
②【申請事業者に対する補助金】補助率3分の2，A：テレワー
ク・オンライン商談等環境整備事業（上限300千円）／Ｂ：デ
ジタル技術活用業務効率化事業（上限1,000千円）…補助対象
経費：機器・システム・ソフト等の導入費および利用料，導
入システム運用等に係る委託料等，【役務費（通信運搬
費）】
③市内の中小企業・小規模事業者および個人事業主もしくは
資本金（出資金）または従業員（職員数）が中小企業者と同
等の市内社会福祉法人、医療法人、特定非営利活動法人

R4.6 R5.3 20,184,000 20,184,000 20,184,000 0

【全体】
〇補助金　121件　70,184,000円

うちNo 9対象　50,000,000円
うちNo24対象　20,184,000円

コロナ感染症に対応したビジネス環境の整備に対
し，補助金を給付することで，感染拡大防止と事
業継続の支援が図られた。

25 交通事業者支援金 企画調整課

①新型コロナウイルス感染症に伴う経済情勢の変化及び原油
価格の高騰による燃油コスト上昇の影響により，経費が増大
し，経営が悪化している交通事業者へ支援金を交付すること
により，負担の軽減や経営の安定化を図る。
②申請事業者の市内における対象車両保有台数に応じた支援
金
③市内に主たる事業所を有する鉄道事業者，バス事業者，タ
クシー事業者，自動車運転代行業者，福祉有償運送事業者

R4.10 R5.1 11,670,000 11,670,000 11,670,000 0

鉄道　　 　　 200,000円×　8両＝1,600千円
バス（乗合）　100,000円× 51台＝5,100千円
バス（貸切）　 30,000円× 29台＝　870千円
タクシー　　　 20,000円×138台＝2,760千円
福祉運送　　　 20,000円× 32台＝  640千円
運転代行　　　 20,000円× 35台＝　700千円

原油価格や物価高騰の影響を大きく受けた交通事
業者に対し，支援金を給付することで，事業継続
の支援と雇用維持が図られた。

26
廃棄物収集運搬事業者
支援金

廃棄物対策課

①コロナ禍において，主に車両を使用し事業を行う一般廃棄
物等収集運搬委託事業者及び浄化槽汚泥収集・運搬事業者は
原油価格や物価高騰の影響を強く受けていることから，その
事業の負担軽減に資することを目的として支援を行う。
②事業継続に資する支援金
③可燃性ごみ・不燃性ごみの収集及び運搬業務の委託業務受
託者
　し尿収集運搬業務の受託者
　浄化槽汚泥の収集及び運搬の事業を行う浄化槽清掃業の許
可を受けている者
　資源回収事業業務の受託者

R4.10 R4.11 5,340,000 5,340,000 5,340,000 0

事業者支援金
・委託車両（ごみ）
　　　　　60,000円×28台＝1,680,000円
・委託・許可車両（し尿・浄化槽）
　　　　　60,000円×30台＝1,800,000円
・委託車両（資源回収）
　　　　　60,000円×31台＝1,860,000円
　　　　　 　　　合　計　 5,340,000円

原油価格や物価高騰の影響を大きく受けた廃棄物
収集運搬事業者に対し，支援金を給付すること
で，事業継続の支援と雇用維持が図られた。

27
道路貨物運送事業者支
援金

商工振興課

①コロナ禍や円安等を起因とする物価の高騰など，厳しい経
営環境にある中で，経営コストの大半を占める原油が高騰す
るとともに，取引先との交渉においてサービスへの価格転嫁
が困難であり，とりわけ苦境に立たされている道路貨物運送
事業を営む市内中小企業者等に対して，対象事業者の市内事
業所における道路貨物自動車の保有台数に応じた支援金を支
給することで，事業継続を促すとともに，地域物流の安定に
つなげることで，物価高騰等に伴う市民生活や経済活動への
影響の緩和を図る。
②申請事業者への支援金
③道路貨物運送事業を営む市内中小企業・小規模事業者およ
び個人事業主

R4.10 R5.2 25,100,000 25,100,000 25,100,000 0

申請事業者への支援金　25,100,000円
　事業用普通貨物自動車：50千円/台
　事業用小型貨物または軽貨物自動車
　　20千円/台（1事業者あたりの上限500千円）

原油価格や物価高騰の影響を大きく受けた道路貨
物運送事業者に対し，支援金を給付することで，
事業継続の支援と雇用維持が図られた。

28
防犯灯電気料金高騰対
策支援金

市民活動課

①コロナ禍において，自治会等が管理する防犯灯の電気料金
が高騰しており，その対策として電気料金の一部を支援す
る。
②自治会への補助金
③防犯灯を管理する市内全自治会等

R4.10 R5.3 4,408,320 4,408,320 4,408,320 0
市内全自治会への支援金　　4,408,320円

給付件数　108件

電気料金高騰の影響を大きく受けた自治会に対
し，支援金を給付することで，自治会負担の軽減
と活動継続の支援が図られた。



Ｎｏ 交付対象事業の名称 所管課 事業の実績
事業
始期

事業
終期 補助対象

事業費 国庫補助額
臨時交付金

充当額
起債額 県補助金

効果の検証・評価

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
一般財源

29 農業担い手支援金 農政課

①新型コロナウイルス感染症に伴う経済情勢の変化と原油価
格の急騰による経費上昇の負担を軽減し，農業経営の安定に
資する。
②農業担い手への支援金
③田：水田活用の直接支払交付金の対象者130人が耕作する水
田に対し交付（3千円/10a×35,000a）
　畑：認定農業者130人が耕作する畑地に対して交付（10千円
/10a×30,000a）

R4.10 R5.3 38,533,000 38,533,000 38,533,000 0

支援金　　38,533,000円

給付人数　203人（実人数）
　　　　　田：124人　畑：123人

原油価格や物価高騰の影響を大きく受けた耕作者
に対し，支援金を給付することで，営農継続の支
援が図られた。

30 漁業者等支援金 水産課

①新型コロナウイルス感染症に伴う経済情勢の変化及び原油
価格の急騰による燃油コストの上昇による水産業への影響を
勘案し，水産業活動の維持及び安定を図るため，那珂湊漁業
協同組合及び磯崎漁業協同組合が行う漁業者へ支援する事業
に要する経費について，補助金を交付することで，原油高騰
に喘ぐ漁業者を支援する。
②那珂湊漁業協同組合及び磯崎漁業協同組合へ交付する新型
コロナウイルス感染症対策漁業者等支援事業補助金
③市内に住所を有する那珂湊漁業協同組合及び磯崎漁業協同
組合の組合員

R4.10 R4.12 1,975,000 1,975,000 1,975,000 0

補助金の交付

　那珂湊漁業協同組合　1,210,000円

　磯崎漁業協同組合　　　765,000円

原油価格や物価高騰の影響を大きく受けた漁業者
等に対し，支援金を給付することで，事業継続の
支援が図られた。

31
民間保育所等給食費負
担軽減支援金

幼児保育課

①コロナ禍において，物価高騰に伴う給食材料費の値上がり
相当額を支援金として交付することで，保護者負担の軽減を
図る。
②認可保育所19園，私立幼稚園6園への支援金
③民間保育所，私立幼稚園に通う子の保護者（教職員を除
く）

R4.10 R4.11 7,542,000 7,542,000 7,542,000 0
支援金の給付　7,542,000円
対象施設：認可保育所19園，私立幼稚園6園

原油価格や物価高騰の影響を大きく受けた認可保
育所等に対し，食材費値上がり相当分の支援金を
給付することで，保護者負担を増やすことなく給
食を継続することができた。

32

33 市学校給食会負担金 保健給食課

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響による学校給
食の食材費の値上がり分について，保護者から徴収する給食
費に転嫁せず，市が支援することにより，保護者負担の軽減
を図りながら学校給食を安定的に供給できる体制を維持す
る。
②市学校給食会への支援金
③ひたちなか市学校給食会

R4.10 R4.10 32,082,840 32,082,840 32,082,840 0

支援実績　各6ヶ月分　32,082,840円

　小学校分　　　　 15,261,840円
　中学校分　　　　　9,842,100円
　義務教育学校
　　前期課程分　　　　819,180円
　　後期課程分　　　　566,040円
　給食センター
　　小学校分　　　　1,348,080円
　　中学校分　　　　2,149,680円
　三小共同調理場　　2,095,920円

学校給食会に対し，食材費値上がり相当分の支援
金を給付することで，保護者負担を増やすことな
く給食を継続することができた。

34 LINE等の機能拡張 広報広聴課

①withコロナにおける市民と市役所の非接触型コミュニケー
ションツールとして、公式LINEアカウントに住民から市役所
への通報機能を実装し、道路等生活インフラの不具合に関す
る情報提供受付を開始する。また、音声読み上げ機能や自動
翻訳機能などを有した多機能電子書籍ツールを導入し、広報
誌などのリーチ層拡大などデジタル媒体の情報発信力強化を
図る。
②LINE機能拡張システム
③市

R4.11 R5.3 734,250 734,250 734,250 0

LINE機能拡張システム通報機能初期構築費
　　　　　　　　　　　　　　　220,000円
使用料（11～3月）　　　　　　 275,000円
多機能電子書籍ツール使用料（11～3月）
　　　　　　　　　　　　　　　206,250円
講習費　　　　　　　　　　　　 33,000円

機能を拡張したことで，デジタル媒体の情報発信
力強化が図られた。

35
中小企業事業活性化補
助金（市R4当初分）

商工振興課

【№36関連事業】
①コロナ禍において物価高騰に直面し，厳しい経営環境にあ
る市内中小企業・小規模事業者等を支援するため，新製品・
新技術等の開発，販路開拓（ビジネスマッチング），人材育
成（技能訓練実施）や確保（人材確保推進）に係る取組みに
係る経費を補助し，競争力の強化に資する対象事業者の積極
的な取組みを促進することで，市内産業の活性化を図る。
②申請事業者に対する補助金
③市内中小企業・小規模事業者および個人事業主

R4.4 R5.3 9,144,000 9,144,000 9,054,000 90,000

【事業概要】
　申請事業者に対する補助金：補助率2分の1
　・新製品等開発事業
　（上限：一般型1,000千円/Iot・AI活用型
　　2,000千円）
　・ビジネスマッチング事業
　（上限：国内展示会300千円/国外展示会
　　500千円/自社ホームページ150千円）
　・技能訓練実施事業（上限：100千円）
　・人材確保推進事業（上限：200千円）
【交付実績】
　交付件数　74件
　交付額　13,662,000円
　　うちNo35対象　9,144,000円
　　うちNo36対象　4,518,000円

物価高騰に直面する中小企業等の新たな取り組み
に対して補助金を給付することで，事業の継続が
図られた。

36
中小企業事業活性化補
助金（市R4補正分）

商工振興課

【№35関連事業】
①コロナ禍において物価高騰に直面し，厳しい経営環境にあ
る市内中小企業・小規模事業者等を支援するため，新製品・
新技術等の開発，販路開拓（ビジネスマッチング），人材育
成（技能訓練実施）や確保（人材確保推進）に係る取組みに
係る経費を補助し，競争力の強化に資する対象事業者の積極
的な取組みを促進することで，市内産業の活性化を図る。
②申請事業者に対する補助金
③市内中小企業・小規模事業者および個人事業主

R4.10 R5.3 4,518,000 4,518,000 3,409,000 1,109,000

【事業概要】
　申請事業者に対する補助金：補助率2分の1
　・新製品等開発事業
　（上限：一般型1,000千円/Iot・AI活用型
　　2,000千円）
　・ビジネスマッチング事業
　（上限：国内展示会300千円/国外展示会
　　500千円/自社ホームページ150千円）
　・技能訓練実施事業（上限：100千円）
　・人材確保推進事業（上限：200千円）
【交付実績】
　交付件数　74件
　交付額　13,662,000円
　　うちNo35対象　9,144,000円
　　うちNo36対象　4,518,000円

物価高騰に直面する中小企業等の新たな取り組み
に対して補助金を給付することで，事業の継続が
図られた。

37
自治会活動ICT化推進事
業

市民活動課

①コロナ禍における，非接触型の情報伝達手段構築のため，
ICT機器の購入支援や活用のための講座を開催する。
②自治会活動のICT推進に係る補助金及び講座開催に要する経
費
③市内全自治会

R4.7 R5.3 1,764,564 1,764,564 1,764,564 0

講座開催分
　講師謝礼（講座5回分）　　　　 66,000円
　テキスト代　　　　　　　　　　 4,620円
　パソコン講座運営委託　　　　 282,250円
　会場使用料（講座25回分） 　　 72,460円
補助金分
　ICT推進補助金（28自治会）　1,339,234円

補助金を活用し，各自治会においてＩＣＴ機器の
整備が進んだ。また，講座を通してＩＣＴ機器活
用に向けたレベルアップが図られた。
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Ｎｏ 交付対象事業の名称 所管課 事業の実績
事業
始期

事業
終期 補助対象

事業費 国庫補助額
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充当額
起債額 県補助金

効果の検証・評価
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③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
一般財源

39
教育支援体制整備事業
費交付金

保健給食課

①②国庫補助金である認定こども園等教育支援体制整備事業
費補助金（緊急環境整備：新型コロナウイルス感染症対策）
を活用し，幼児・教職員等の新型コロナウイルス感染症対策
等に必要となる消耗品費及び感染症対策等を徹底しながら，
教育活動を円滑に実施するために必要な備品を各公立幼稚園
（４園）に配分する。
③市立幼稚園

R5.1 R5.3 1,174,501 1,174,501 587,000 587,501 0

消耗品費　　642,891円
備品購入費　531,610円
・国費　　1,174,000円×1/2＝587,000円
・臨時交付金
　　1,174,501円－587,000円＝587,501円

コロナ感染症対策に係る物品の整備を行ったこと
で，幼稚園における感染拡大防止が図られた。

40
介護認定審査会の電子
化推進事業

介護保険課

①介護認定審査会にタブレット端末を導入することで，オン
ラインでの参加が可能になり，新型コロナウイルス感染症流
行期においても介護認定審査会の開催を継続することができ
る。また，介護認定審査会の資料作成や受け渡し時の接触を
避けることで感染リスクの低減を図る。
②消耗品費，備品購入費
③認定審査会審査委員，市

R4.12 R5.3 9,659,897 9,659,897 9,659,897 0

消耗品費
・タブレット用鞄　75台　　　 150,727円
・webカメラ　1台　　　　　　　 8,800円
備品購入費
・タブレット　75台　　　　 7,507,500円
・ペンシル　75台　　　　　　 330,000円
・ケース　75台　　　　　　　 206,250円
・保護フィルム　75台　　　　 181,500円
・ポケットWi-Fiルータ　64台　760,320円
・初期設定費用（一式）　　　 514,800円

リモートによる審査会の開催が可能になるととも
に，非接触による資料の受け渡しが可能となった
ことで，感染拡大防止が図られた。

41 水道事業会計補助金 水道事業所

①コロナ禍において物価高騰等に直面する市民等への支援を
目的とし，一般生活における負担軽減を図る。
②水道事業会計に繰出し水道基本料金（２ヶ月分，官公庁除
く）の減免に係る費用
③水道と給水契約しているひたちなか市民及びひたちなか市
に所在する民間企業等（官公庁が所管する施設は含まない。
（除外件数336件））

R5.1 R5.3 205,844,769 205,844,769 205,844,769 0
減免件数　　71,322件

減免額　205,844,769円

水道基本料金の減免を通して，物価高騰の影響を
大きく受けた市民や企業に対し幅広く支援するこ
とで，一般生活における負担軽減が図られた。

42 障害者福祉施設支援金 障害福祉課

①コロナ禍において，物価高騰の影響下における障害者福祉
施設等の継続した運営を支援するため支援金を支給する。
②補助金
③15事業者（以下の障害者福祉施設を運営する事業者）
　　障害者支援施設：2施設　共同生活援助事業所：13施設

R5.1 R5.3 2,000,000 2,000,000 2,000,000 0

支給実績
・定員50人以上100人未満
　　300,000円　×　2施設　＝　 600,000円
・定員30人以上 50人未満
　　200,000円　×　1施設　＝　 200,000円
・定員30人未満
　　100,000円　× 12施設　＝ 1,200,000円

原油価格や物価高騰の影響を大きく受けた障害者
福祉施設に対し，支援金を給付することで，事業
継続の支援が図られた。

43 介護施設等支援金 介護保険課

➀コロナ禍において，物価高騰の影響下における介護施設等
の継続した運営を支援するため支援金を支給する。
②支援金
③介護施設等を運営する事業者：29事業者（39施設）
　介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護医療院，養護
老人ホーム，軽費老人ホーム，認知症対応型共同生活介護，
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

R5.1 R5.3 7,100,000 7,100,000 7,100,000 0

支給実績
・定員が100人以上
　　500,000円　×　2施設　＝　1,000,000円
・定員が50人以上100人未満
　　300,000円　× 12施設　＝　3,600,000円
・定員が30人未満
　　100,000円　× 25施設　＝　2,500,000円

原油価格や物価高騰により，運営継続に影響を大
きく受けた介護施設等に対し，支援金を給付する
ことで，事業継続の支援が図られた。

44 医療機関支援金 健康推進課

①コロナ禍において，物価高騰等の影響下における継続した
医療機関の運営を支援し，地域医療の安定供給を確保する。
②医療機関（薬局を含む。）支援金，通信運搬費
③病院，一般診療所（有床・無床），歯科診療所，薬局

R5.1 R5.4 22,287,177 22,287,177 22,287,177 0

支給実績
・病院（201～300床）
　1,500,000円　×　1施設　＝　1,500,000円
・病院（1～100床）
　　500,000円　×　4施設　＝　2,000,000円
・有床診療所
　　200,000円　×  8施設　＝　1,600,000円
・無床診療所
　　100,000円　×134施設　＝ 13,400,000円
・薬局
　　 50,000円　× 75施設　＝　3,750,000円
通信運搬費　37,177円

原油価格や物価高騰の影響を大きく受けた医療機
関に対し，支援金を給付することで，事業継続の
支援が図られた。

45 市学校給食会負担金 保健給食課

①コロナ禍において，物価高騰の影響を受ける家庭の負担軽
減を図るため，小・中・義務教育学校の令和５年２月，３月
分の給食費を減免する。減免により不足する学校・施設ごと
の給食費会計（私会計）に対し，減免相当額を支援する。
（市学校給食会を経由して各校に配分するため，市は市学校
給食会に対する負担金として支出）
②小・中・義務教育学校の給食費（２ヶ月分）の減免相当額
を負担する。
③ひたちなか市学校給食会

R5.2 R5.4 103,709,360 103,709,360 103,709,360 0

支援実績　各2ヶ月分　103,709,360円

　小学校分　　　　  53,084,700円
　中学校分　　　　　28,437,860円
　義務教育学校分　　 4,519,000円
　給食センター分　　10,882,400円
　三小共同調理場分　 6,785,400円

小・中・義務教育学校の給食費を減免すること
で，物価高騰の影響を受ける子育て世帯の負担軽
減が図られた。

46 農業揚水施設支援金 農政課

①コロナ禍において，農業水利施設の電気料高騰に対して支
援することにより，土地改良区等の負担を軽減し農業用用水
の安定供給の確保及び経営の安定化を図る。
②③土地改良区及び受益者が２０人以上からなる団体を対象
とし，農業用揚水施設管理事業に対して、事業に要する電気
料金のうち農繁期を想定し高騰分に相当する額とする。

R5.1 R5.4 633,000 633,000 633,000 0
支援実績

　7団体　633,000円

電気料金高騰の影響を大きく受けた土地改良区等
に対し，支援金を給付することで，事業継続の支
援が図られた。

47
感染症対策物品整備
（佐野図書館）（市R4
当初分）

中央図書館

【№48関連】
➀施設の新型コロナウイルス感染防止対策のため，来館者用
の椅子，スツールのカバーを布製からビニール製に張り替え
る。
②修繕費
③ひたちなか市立佐野図書館

R5.1 R5.3 156,000 156,000 156,000 0

カバー張り替え
　スツール　22台　　　152,460円
　椅子　　　16台　　　193,600円
　諸費用（処分費含む） 93,060円

　　うちNo47分　156,000円
　　うちNo48分　283,120円

コロナ感染症対策に係る物品の整備を行ったこと
で，佐野図書館における感染拡大防止が図られ
た。

48
感染症対策物品整備
（佐野図書館）（市R4
補正分）

中央図書館

【№47関連】
➀施設の新型コロナウイルス感染防止対策のため，来館者用
の椅子，スツールのカバーを布製からビニール製に張り替え
る。
②修繕費
③ひたちなか市立佐野図書館

R5.1 R5.3 283,120 283,120 283,120 0

カバー張り替え
　スツール　22台　　　152,460円
　椅子　　　16台　　　193,600円
　諸費用（処分費含む） 93,060円

　　うちNo47分　156,000円
　　うちNo48分　283,120円

コロナ感染症対策に係る物品の整備を行ったこと
で，佐野図書館における感染拡大防止が図られ
た。
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49
子ども・子育て支援交
付金

幼児保育課
青少年課

【No.50関連事業】
（放課後児童クラブ等におけるICT化推進事業を除く）
①職員がコロナ感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的
に実施していくために必要な経費の補助を行う。
②設備工事，補助金
③公立学童クラブ，民間保育所等

R4.4 R5.3 14,789,532 14,789,532 4,930,000 4,651,800 4,930,000 277,732

○公立学童クラブ
　学童クラブ水道増設及び給排水設備工事
　　　　　　　　　 2,365,000円

○民間保育所等
　補助金　　18件　12,424,532円

コロナ感染症対策に係る物品の整備及び給排水設
備の改修を行ったことで，学童クラブにおける感
染拡大防止が図られた。

50
子ども・子育て支援交
付金

幼児保育課

【No.49関連事業】
（放課後児童クラブ等におけるICT化推進事業に限る）
①放課後児童クラブ等において，新型コロナウイルス感染症
対策の徹底を図りながら，継続的に業務を実施するため，オ
ンラインによる会議や研修等に必要なＩＣＴ機器導入等の環
境整備を推進する。
②補助金
③民間保育所等

R4.4 R5.3 1,040,200 1,040,200 346,000 348,200 346,000 0
○民間保育所等
　補助金　　 3件　 1,040,200円

コロナ感染症対策に係る物品の整備を行ったこと
で，学童クラブにおける感染拡大防止が図られ
た。

51
地域少子化対策重点推
進交付金

企画調整課

①結婚に伴い新生活を始める新婚夫婦に対して，住居の取得
や引っ越し等の費用の一部を補助することで，新型コロナウ
イルス感染症の影響を受けている市民生活の支援を図る。
②住宅購入，住宅リフォーム，賃借費用（賃料1月分，敷金，
礼金，仲介手数料，共益費），引っ越し費用
③20世帯×20万円（平均費用）＝400万円
④所得や年齢などの一定要件を満たした世帯

R4.4 R5.3 5,890,000 5,890,000 2,945,000 2,945,000 0

支援実績
　支援件数　35件
　支援金額　5,890,000円
　　うち国費　　2,945,000円
　　うち交付金　2,945,000円

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける新婚夫
婦へ補助金を給付することで，新生活の支援が図
られた。


